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１ 施策の概要

施策名
（節の名称）

№
子育て支援と児童福祉の充実28

平成２６年度　施策評価シート

作成日 平成 26 年 11

部章節№ 第3部 第4章 第1節 評価担当部 民生部
関連部局

教育委員会
環境経済部　建設部総合計画書掲載頁 119 頁 記載責任者

施策の目的
（基本方針）

子育て家庭への支援や保育サービスの充実をはかるとともに、育児相談や親同士の交流機会の
確保につとめ、安心して子どもを産み、育てることができる環境づくりを進めます。

２ 施策を取り巻く環境

施策の現状

　
子育てを取り巻く環境は大きく変化しており、出産や育児を個人の問題とするのではなく、社
会全体で子どもを見守り、支えていく環境整備が求められています。
町では親子、保護者相互の交流、育児に関する相談の場として子育て支援センター、町立保育
園における「かえっでこのつどい」、また、未就園児童を対象とした「一時保育」等の運営
や、子育て家庭に対する経済的支援として「小児医療費助成事業」「出産祝い金事業」を実施
するとともに、平成２７年度から本格施行される子ども子育て支援新制度の導入に向けた準備
を進めています。

平本明敏

総合計画
体　系

まちづくりの目標【部】 健康でゆとりとふれあいのまちづくり

施策の分類【章】 ふれあいとささえあいのある社会福祉の充実

法令・制度
の変更

平成２４年度に「子ども子育て関連３法」が成立し、平成２７年度から良質な教育と保育の提
供、待機児童の解消、子ども・子育て支援事業の充実等を目的とした新たな制度がスタートし
ます。

施策の課題

子ども子育て支援新制度の実施に向けては、待機児童解消策として位置づけられる施設整備が
重要であるが、特に幼稚園から教育と保育機能を持つ「認定こども園」へ移行が進んでいない
ことが課題としてある。また、市町村として新たな業務として施設入所に必要な「教育・保育
認定」、施設に対する「認可・確認」及び「施設給付」など複雑な事務が発生することとなる
が、国からの関連情報の提供が遅れていることも課題となっている。

３ 施策の成果指標 (基本方針を達成するため本施策に求められる成果を定量的に表記します。)

住民満足度

指標（単位）
総合計画
策定時

中間値
（26年度）

目標値
28年度 達成度

『子育て支援と児童福祉の充実』につい
て「満足」と感じる住民の割合

32.0 ％ 37.4 ％ 47.0 ％ B

主　な
目標指標

指標（単位） 増減
総合計画
策定時 23年度 24年度

子育てサロン(移動を含む)の利用者
数

増 12,863 15,727

一時保育の利用者数 増 2,310 1,817 2,197

12,861

25年度
目標値
28年度 達成度

13,124 17,000 B

1,600 2,500 C

－

主　な
活動指標

指標（単位） 増減
総合計画
策定時 23年度 24年度 25年度

目標値
28年度 達成度

４ 施策の活動指標 (「3 施策の成果指標」の目的を達成するため本施策において町が行う活動内容等を定量的に表記します。)

保育園で実施する「かえでっこのつ
どい」参加者数（親子）

増 4,038 4,275 4,938 3,357 5,500 C

－

－



№ 名称 № 名称

５ 総合計画の進捗状況調査に基づく基本施策の評価
基本施策

評価結果
基本施策

評価結果

2 保育サービスの充実 B

1 子育てへの支援 B

3 児童の育成環境の向上 A

B

総合評価結果に対する分析（施策全体について、進捗状況、有効性・効率性の観点を踏まえて分析してください。）

６ 総合評価

成果指標評価 C 活動指標評価 C 進捗状況調査結果

７ 今後の方向性

方向性 □ 現状維持 □ 一部見直し

・幼稚園、保育園未就園児童を対象とした「一時保育」、子育て支援センター「子育
てサロン」、「かえでっこのつどい」であるが、出生児童数の減少、また待機児童解
消を推進することにより、サービス利用者が伸びていない実態がある。
・しかしながら、就労環境の変化や地域の付き合いの希薄化など、課題を抱える子育
て家庭に対応する有効な子育て支援策であるため、実施事業の内容を検討する必要が
あるものと考えている。

総合評価

C 構成事務事業の統合・廃止の検討を要する施策です。
（自動判定）

改善案
などの
内　容

・平成27年度から、子ども・子育て支援新制度がスタートする。また、小児医療費助
成を中学3年まで入院・通院医療費とも所得制限なしで助成する制度へ拡大する。
・子ども・子育て支援法法定事業に位置づけされるサービスの実施を視野に入れなが
ら、既存事業の見直し、新たな子育て支援事業や保育サービスへの取り組みを検討
し、児童福祉の充実に努めていきたい。

８ 庁内行政評価委員会コメント ※主管部等では記入しないでください。

評価・
方向性

所管部の方向性のとおり

□ 大幅な見直し ■ 新たな取組みや事業を追加 □ その他



９ 総合計画の進捗状況調査における取組の方向性の評価（事務事業の評価）

基本
施策№

取組の方向性 評価
年度

評価
結果№ 名称 主管課

1 (2) 子育て家庭への経済的支援
子育て支援課
国保医療課

26年度 A

1 (1) 次世代育成支援行動計画の推進 子育て支援課 26年度 A

放課後児童クラブの充実 生涯学習課 26年度 B

2 (1) 延長保育・一時保育等の保育事業の充実 子育て支援課 26年度 B

1 (4) 仕事と子育てが両立できる環境づくり 商工観光課 26年度 B

1 (3)

2 (2) 保育園施設の整備・充実 子育て支援課 26年度 A

2 (4) 待機児童の解消に向けた取り組みの推進 子育て支援課 26年度 B

2 (3) 研修活動等による保育士の資質の向上 子育て支援課 26年度 A

3 (1) 子育て支援センター事業の充実 子育て支援課 26年度 A

2 (5) 認定保育施設等に対する支援 子育て支援課 26年度 A

3 (3) ファミリー・サポート・センター事業の推進 子育て支援課 26年度 A

3 (2) かえでっこのつどいの充実 子育て支援課 26年度 A

3 (5) ボランティアによる子育てサークルの育成と連携強化 子育て支援課 26年度 A

3 (4) 子育て支援サービス等に関する情報提供の充実 子育て支援課 26年度 A

3 (7) 子どもの遊び場の確保と安全対策や施設管理の徹底 都市施設課 26年度 A

3 (6) 児童虐待防止対策の推進 子育て支援課 26年度 A


